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日本経済の課題
―求められる内需活性化への取り組み―
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外需依存体質からの脱却が課題
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家計部門の体質強化



中小企業を付加価値製造業に
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ドル安基調の継続が予想される

１ドル＝70～80円の円高が定着へ
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外需主導型経済から内需主導型経済への転換
が必要



余剰家計貯蓄に注目すべき
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経済政策の力点は将来不安解消に
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経済環境の急変

図表１
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各国の経済情勢と対応策

環境変化に直面する日本経済
加藤裕己

東京経済大学経済学部教授

予測 10月からの修正幅
2006 2007 2008 2009 2008 2009 

全世界 5.1 5.0 3.7 2.2 -0.2 -0.8 
先進国 3.0 2.6 1.4 -0.3 -0.1 -0.8 
　アメリカ 2.8 2.0 1.4 -0.7 -0.1 -0.8 
　ユーロ・エリア 2.8 2.6 1.2 -0.5 -0.1 -0.7 
　　ドイツ 3.0 2.5 1.7 -0.8 -0.2 -0.8 
　　フランス 2.2 2.2 1.7 -0.5 -0.1 -0.8 
　日本 2.4 2.1 0.5 -0.2 -0.2 -0.7 
　イギリス 2.8 3.0 0.8 -1.3 -0.1 -0.9 
　アジアNIES 5.6 5.6 3.9 2.1 -0.1 -1.1 
新興・発展途上諸国 7.9 8.0 6.6 5.1 -0.2 -1.0 
　アフリカ 6.1 6.1 5.2 4.7 -0.7 -1.3 
　ロシア 7.4 8.1 6.8 3.5 -0.2 -2.0 
　中国 11.6 11.9 9.7 8.5 -0.1 -0.8 
　インド 9.8 9.3 7.8 6.3 -0.1 -0.6 
　ASEAN5 5.7 6.3 5.4 4.2 -0.1 -0.7 
　中東 5.7 6.0 6.1 5.3 -0.3 -0.6 
　ブラジル 3.8 5.4 5.2 3.0 0 -0.5 

［図表1］IMF Outlook（2008年11月改定）

出所：IMF World Economic Outlookから作成



日本経済の現状と見通し
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図表２
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［図表2］実質経済成長率（GDP）と内外需別寄与度
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［図表3］交易利得、原油価格（WTI）、為替レートの推移

出所：内閣府「国民経済計算」から作成
出所：交易利得は実質GDP比。原油価格、為替レートは2000年度＝100（目盛り右）
内閣府「国民経済計算」などから作成
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雇用と政策対応
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総合研究開発機構（NIRA）リサーチフェロー
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図表１

4 4 4 4 4 4

増加した非正規雇用1

雇用を取り巻く構造変化2

（%）

25～29歳 30～34歳 働き方の変化
（＝2007年-1992年）

1992年 2007年 1992年 2007年 25～29歳 30～34歳

男

15歳以上総数 100.0 100.0 100.0 100.0 － －
自営業 5.6 3.0 8.8 5.3 -2.6 -3.5 
会社などの役員 1.9 1.1 3.7 2.8 -0.8 -0.9 
正規の職員・従業者 83.4 69.5 81.9 75.5 -13.9 -6.4 
正規以外 4.4 15.9 2.5 9.6 11.5 7.1 
無業者 4.7 10.2 3.0 6.6 5.5 3.6 
　家事をしている者 0.1 0.6 0.1 0.5 0.5 0.4 
　通学している者 1.4 2.5 0.2 0.4 1.1 0.2 
　その他 3.2 7.2 2.7 5.6 4.0 2.9 

女

15歳以上総数 100.0 100.0 100.0 100.0 － －
自営業 4.6 1.6 9.7 3.3 -3.0 -6.4 
会社などの役員 0.5 0.3 1.1 0.7 -0.2 -0.4 
正規の職員・従業者 43.7 42.8 27.2 31.3 -0.9 4.1 
正規以外 13.3 28.6 15.6 28.1 15.3 12.5 
無業者 37.9 26.5 46.4 36.5 -11.4 -9.9 
　家事をしている者 34.6 20.4 44.6 32.9 -14.2 -11.7 
　通学している者 0.6 1.5 0.1 0.5 0.9 0.4 
　その他 2.7 4.5 1.6 3.1 1.8 1.5 

［図表1］若年者の働き方の変化（20-29歳および30-34歳）

資料：就業構造基本調査（平成4年および平成19年）
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